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8,957

11,508 11,508

そ の 他 負 債現 金 預 け 金

（負債の部）（資産の部）

そ の 他 の 負 債

預 け 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 資 産

未 収 収 益

未 払 金

前 受 収 益

預 り 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

有 形 固 定 資 産

建 物

第 ２３ 期 中 間 決 算 公 告

2022年11月25日

中 間 貸 借 対 照 表 (2022年9月30日現在）

科 目

東京都中央区日本橋室町二丁目4番3号
新生信託銀行株式会社
代表取締役社長　栗原　美江

科 目

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

利 益 準 備 金

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

繰 延 税 金 資 産

資 本 金

（純資産の部）

負 債 の 部 合 計
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（単位：百万円）

813

723

3

預 け 金 利 息 3

86

そ の 他 の 役 務 収 益 86

0

外 国 為 替 売 買 益 0

584

0

そ の 他 の 支 払 利 息 0

45

支 払 為 替 手 数 料 0

そ の 他 の 役 務 費 用 44

538

229

229

41

28

70

158中 間 純 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

営 業 経 費

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 中 間 純 利 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用

中 間 損 益 計 算 書 　　　　　　　　　　

金 額

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

科 目

2022年4月 1日から
2022年9月30日まで

2



（単位：百万円）

純資産

利益準備金 株主資本 合計

合計 合計

当期首残高 5,000 1,630 2,169 3,799 8,799 8,799

当中間期変動額

中間純利益 158 158 158 158

当中間期変動額合計 - - 158 158 158 158

当中間期末残高 5,000 1,630 2,327 3,957 8,957 8,957

中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

利益剰余金

その他
利益剰余金

利益剰余金

繰越利益
剰余金

2022年 4月 1日から
2022年 9月30日まで
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

１. 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産

有形固定資産は、建物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用し、年間減価償却費見

積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 8 年から 18 年 
その他の有形固定資産 4 年から 20 年 

（2） 無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。

２. 引当金の計上基準

（1） 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰

属する額を計上しております。

３. 重要な収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益の計上基準

顧客との契約から生じる収益については、以下の５ステップに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

顧客との契約から生じる収益のうち、信託契約締結サービスの対価として受領する信託報酬については、サービ

スの提供完了時点において履行義務が充足されるものとして収益を認識しております。また、信託契約締結後の

期中管理サービスの対価として受領する信託報酬については、サービスの提供期間にわたり履行義務が充足され

るため、信託契約にて定める計算期間に応じて収益を認識しております。

なお、これらの対価の額には重要な変動対価の見積り及び金融要素は含まれておりません。

追加情報

１. グループ通算制度の適用

当社は、当中間期の期首より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税

及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処

理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日。以下、「実務対応報告第 42 号」という。）

に従っております。また、実務対応報告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方

針の変更による影響はないものとみなしております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

１．その他の資産には、保証金 35 百万円及び敷金 47 百万円が含まれております。 
また、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 2 条により準用される信託業法第 11 条の営業保証金供託義

務並びに宅地建物取引業法第 25 条の営業保証金供託義務に基づき、保証金のうち、35 百万円を供託しております。 
２．有形固定資産の減価償却累計額  57 百万円 
３．銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第 4 項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該

剰余金の配当により減少する剰余金の額に 5 分の 1 を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上して

おります。

当中間期における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額はありません。

４．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準） 240.21％ 

（中間株主資本等変動計算書関係）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：千株）

当事業年度期首

株式数

当中間会計期間

増加株式数

当中間会計期間

減少株式数

当中間会計期間

末株式数

摘要

発行済株式

普通株式 100 － － 100 －

合計 100 － － 100 －

（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

現金預け金、その他の資産・負債のうち金融商品に該当するものは、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に

近似することから注記を省略しております。その他に時価評価の対象となる資産・負債の保有はありません。

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産

賞与引当金 17 百万円 
資産除去債務 11 
その他 34 

繰延税金資産小計 63 
評価性引当額 △15
繰延税金資産合計 48 
繰延税金負債

繰延税金負債合計 - 
繰延税金資産の純額 48 百万円 

（１株当たり情報）

１株当たりの純資産額 89,579 円 68 銭 
１株当たりの中間純利益金額 1,588 円 34 銭 
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（単位：百万円）

資 産 金   額 負 債 金   額

貸 出 金 394,285 指 定 金 銭 信 託 88,085

有 価 証 券 1,215,086 特 定 金 銭 信 託 15,739

金 銭 債 権 1,127,996 金銭信託以外の金銭の信託 1,840,578

有 形 固 定 資 産 362,332 有 価 証 券 の 信 託 68,000

無 形 固 定 資 産 2,594 金 銭 債 権 の 信 託 540,723

そ の 他 債 権 12,178 動 産 の 信 託 12,462

現 金 預 け 金 361,335 土地及びその定着物の信託 364,621

包 括 信 託 545,596

合 計 3,475,808 合 計 3,475,808

（注）
１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 元本補填契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む）については、

取扱残高はありません。

信　託　財　産　残　高　表　（2022年9月30日現在）
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